特定健康診査、特定保健指導に関して、産業医業務における位置づけ

日本産業衛生学会産業医部会としての意見

平成１９年６月２日

産業医部会

【目的】平成２０年４月から、高齢者の医療の確保に関する法律により、医療保険者に対して義務づけられる特定健診・特定保健指導は、労働安全衛生規則の一部改定など、産業医の業務に少なからぬ影響を及ぼすと予想される。産業医としてこの特定健診・特定保健指導にどのようにかかわることが妥当か、日本産業衛生学会産業医部会としての意見を述べる。ただし、産業医個々に置かれている状況が異なっている実状を考慮すれば、ここに記された意見は大枠的な考え方と解していただくのが適切であろう。

【経緯について】毎年３０万人以上の死亡原因である脳・循環器疾患の予防を目的に、メタボリックシンドロームをとりあげ、国民すべてを対象に健康増進を図るべく、医療保険者に特定健診・特定保健指導の実施義務が課せられるという制度は、本邦の医療政策における極めて大きな変革である。メタボリックシンドローム対策を含め、労働者の健康保持増進は、もとより産業医の集団である日本産業衛生学会産業医部会として大いに望むところである。ただし、この制度改革による影響は甚大であり、悪性腫瘍など他の疾病対策とのバランスが考慮されるべきであろうし、なにより医学的エビデンスを含めて充分に議論を尽くして方向づけがなされるべきと考える。しかし、実際には短期間のうちに進められ、公開された議事録等から議論が尽くされたと考えている関係者は多くないと思われる。また、特定健診・特定保健指導との整合性から、労働安全衛生規則を改定して健診項目を変更することは余儀ないと考えられるものの、単なる項目合わせでなく、事業者責任で行われる労働安全衛生法に基づく健康診断の目的や意義との関連をより深く議論すべきであったと考える。

【産業医業務との関連性】産業医は、作業環境管理、作業管理、健康管理、総括管理、健康教育という、いわゆる五管理をはじめ、幅広い業務を限られたマンパワーで遂行することが求められる。昨年（平成18年）労働安全衛生法が改正され、過重労働・メンタルヘルス対策が法制化された。さらに、個人情報保護法の観点から医療（健康）情報の管理責任、労働衛生マネジメントシステムへのかかわりなど、求められる業務は増大の一途を辿っている。専属、嘱託などといった産業医としての労働条件による差もあろうが、労働安全衛生法等への対応がいまだ十分とはいえないのが現状であろう。

限られたマンパワーで幅広い産業医業務をこなすには、作業関連性の強さやリスクの大きさから優先的に取り組むことが肝要である。すなわち、有害業務による健康障害の予防や、過重労働・メンタルヘルス対策を優先すべきである。健康診断後の事後措置も重要な業務の一つであるが、これは就業判定を最大の目的としている。その点、特定保健指導の目的とはやや異なっている。特定保健指導におけるポイント制、さらに五年毎の指標の評価という明確な判定基準から、これを達成するには相当の時間を費やすことが必要である。実施主体である医療保険者から事業主を通して、産業医・産業保健スタッフへ特定保健指導の実施を依頼されることも考えられ、その場合、本来の業務である就業判定や、より作業関連性の高い健康障害への対応がおろそかになることが懸念される。特定健診・特定保健指導の実施主体は医療保険者であることを関係者が充分了解した上で、産業医業務の本質を熟考し、各事業場の実状にのっとって適切に対処すべきと考える。

【今後】特定健診・特定保健指導の導入は、医療の重点を治療から予防へとシフトさせ、最終的に国民総医療費の削減を目的としている。この制度がうまく機能して健康診断の有所見率等が改善され、最終目標である医療費の削減が成されるか否かを見守っていくことが大切と思われる。同時に労働者の健康におけるこの制度の位置づけや、産業医としてのかかわり方について、いろいろな方面と議論を重ね、より適切な対処方法を模索していくことが産業医部会に課せられた義務と心得る。

　　　　　　　　　（本意見書は2007年6月2日の日本産業衛生学会理事会にて公開を確認されている）

